
核
兵
器
も

原
発
も
な
い

未
来
を

　唯
一
の
被
爆
国
な
の

に
核
兵
器
禁
止
条
約
交

渉
の
た
め
の
国
連
決
議

に
反
対
し
た
政
府
に
対

し
、「
非
核
神
戸
方
式
」

が
存
在
す
る
県
と
し
て
、

「
非
核
平
和
都
市
宣
言
」

を
行
う
よ
う
要
求
。

　原
発
問
題
で
は
、
原

発
事
故
の
収
束
の
め
ど

さ
え
立
た
な
い
状
況
下

で
、
再
稼
働
を
容
認
す

る
姿
勢
に
立
ち
続
け
る

知
事
に
対
し
、
再
稼
働

中
止
を
求
め
る
べ
き
だ

と
質
問
し
ま
し
た
。

3月議会
本会議質問

　姫路市の認定こども園が、法令違反を含む劣悪な
保育を続けていた問題。認定した県の責任は重大で
す。安易な認定で保育の受け皿を増やすのでなく、
質の確保が必要です。
　日本共産党県議団は、発覚直後に県に申し入れ、▽
子どもを守る緊急の対応▽認定等について第三者を含
めた検証▽監査の強化等の再発防止策―などを求め
ました。

認定取り消し問題    県の責任は重大
認定こども園「わんずまざー保育園」

３月２１日　緊急申し入れ

国に核兵器禁止条約の交渉会議に参加を求める

オスプレイ配備、米軍戦闘機の低空飛行訓練の中止を求める

老人医療費助成廃止撤回を求める請願

最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める

借上げ復興公営住宅の希望者全員の継続入居を求める

３月議会　主な請願の内容 共産 自民 公明 連合 維新

○…採択を主張　×…不採択を主張

県
立
姫
路
循
環
器
病
セ
ン
タ
ー
と

製
鉄
記
念
広
畑
病
院
の
統
合
再
編
問
題

長
時
間
労
働
の
是
正
＝

違
法
状
態
を
直
ち
に
是
正
せ
よ
！

　県
が
発
表
し
た
統
合
再
編
基
本
計
画
案

で
は「
製
鉄
病
院
が
姫
路
市
南
西
部
で

担
っ
て
き
た
医
療
機
能
を
確
保
す
る
」と

あ
り
ま
す
。
入
江
県
議
は
、
予
算
委
員
会

で
質
疑
し「
医
療
機
能
を
確
保
す
る
。
と

い
う
の
で
あ
れ
ば
、
規
模
・
機
能
等
を
具

体
的
に
住
民
に
明
ら
か
に
す
べ
き
だ
」と
、

県
病
院
局
に
迫
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
県

病
院
局
か
ら
具
体
的
答
弁
は
あ
り
ま
せ
ん

で
し
た
。
製
鉄
病
院
閉
院
後
の
医
療
機
能

確
保
は
住
民
の
切
実
な
願
い
で
す
。「
製
鉄

病
院
が
担
っ
て
き
た
医
療
機
能
を
確
保
す

る
」と
言
う
の
で
あ
れ
ば
急
性
期
を
含
む

総
合
病
院
の
確
保
こ
そ
必
要
で
す
。

　県
内
に
あ
る
全
て
の
土
木
事
務
所
で
、

労
使
協
定
を
上
回
る
違
法
な
超
過
勤
務
が

漫
然
と
行
わ
れ
て
い
た
こ
と
が
、
入
江
県

議
の
質
疑
で
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

　平
成
19
年
度
か
ら
の
行
革
に
よ
っ
て
土
木

事
務
所
の
職
員
は
1
2
5
4
人
か
ら
9
6
0

人
へ
と
大
幅
に
削
減
さ
れ
て
い
ま
す
。

　長
時
間
労
働
に
よ
る
過
労
死
、
過
労
自

殺
が
社
会
問
題
化
し
、
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
問

題
な
ど
職
場
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
が
社

会
全
体
で
厳
し
く
問
わ
れ
て
い
る
中
で
、

民
間
の
モ
デ
ル
と
な
る
べ
き
県
職
場
で
、

異
常
な
長
時
間
労
働
や
、
違
法
な
超
過
勤

務
が
漫
然
と
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
無
理
な

職
員
削
減
と
異
常
な
長
時
間
労
働
は
、
職

員
の
健
康
を
侵
す
ば
か
り
で
な
く
、
県
民

サ
ー
ビ
ス
を
も
低
下
さ
せ
ま
す
。
行
革
に

よ
る
無
理
な
職
員
削
減
を
中
止
し
、
違
法

状
態
を
直
ち
に
是
正
す
べ
き
で
す
。

兵
庫
県
議
会
議
員

　日本共産党が提案してきた太陽光
パネル設置条例が制定されました。
　事業者が住民に説明もなく危険箇
所へ太陽光パネルを設置するなど、
パネル設置をめぐるトラブルが後を
絶ちません……。
　今議会では、日本共産党が提案し
てきた太陽光パネル設置条例が制
定しました。自然エネルギーの普及は
大いに促進すべきですが、住民生活
が犠牲になるような事があってはなり
ません。
　条例では、住民説明会の開催や施
設設置基準の順守が事業者に求め
られています。施行日は７月１日より。

　従業員の奨学金返済負担軽減制
度を設ける県内中小企業に対し、県
及び市がその負担額の一部を補助
する「中小企業奨学金返済支援制
度」ができました。日本の学費は世界
一の高額となっているにも関わらず、
奨学金制度は大変不十分です。ほん
の一歩ですが前進です。是非ご活用
下さい。

太陽光パネル設置
条例ができました！

中小企業奨学金返済
支援制度の活用を！

入
江
次
郎
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法
を

く
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し
に

活
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県民の願い実現の県政へ
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　2
月
17
日
か
ら
3
月
24
日
に
開
か
れ
た

定
例
県
議
会
。
老
人
医
療
費
助
成
の
廃
止

な
ど
、
県
民
い
じ
め
の
「
行
革
」
を
進
め
る

知
事
提
案
の
新
年
度
予
算
案
に
対
し
て
、

日
本
共
産
党
県
議
団
は
、
県
民
の
く
ら
し

優
先
の
予
算
を
求
め
て
、
予
算
の
組
み
替

え
提
案
や
、
質
問
・
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

　こ
の
夏
に
は
、
県
知
事
選
挙
が
行
わ
れ

ま
す
（
7
月
2
日
投
票
）。

　日
本
共
産
党
県
議
団
は
、
憲
法
を
く
ら

し
に
活
か
し
、
県
民
の
願
い
が
か
な
う
県

政
実
現
の
た
め
に
が
ん
ば
り
ま
す
。

憲
法
を

く
ら
し
に

活
か
す

ねりき恵子 

いそみ恵子

庄本えつこ

きだ結

入江次郎
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県民の願い実現の県政へ



予算の使いかた 日本共産党県議団の提案

働
き
方

　
県
内
で
も
痛
ま
し
い
過
労
死
・
過

労
自
殺
が
相
次
い
で
い
ま
す
。
日
本

共
産
党
県
議
団
は
、
二
度
と
過
労
死

を
生
ま
な
い
よ
う
、
違
法
・
異
常
な

長
時
間
労
働
を
さ
せ
る
企
業
と
契
約

し
な
い
こ
と
や
、
労
働
時
間
規
制
を

進
め
る
中
小
企
業
へ
の
補
助
な
ど
の

対
策
を
、
具
体
的
に
提
案
。

　
ま
た
、
県
職
員
の
長
時
間
労
働
に

つ
い
て
是
正
を
求
め
ま
し
た
。

賃
金
・

地
域
経
済

　
大
企
業
を
外
か
ら
呼
び
込
む「
企

業
立
地
補
助
金
」よ
り
、
今
県
内
に

あ
る
中
小
企
業
へ
の
支
援
を
強
め
る

方
が
、
経
済
効
果
が
高
い
こ
と
を
明

ら
か
に
し
、
県
の
経
済
政
策
の
転
換

を
求
め
ま
し
た
。
県
内
中
小
企
業
の

潜
在
力
と
ニ
ー
ズ
を
直
接
つ
か
む
た

め
の
調
査
と
支
援
の
充
実
を
求
め
ま

し
た
。

子
育
て
・
教
育

給
付
型
奨
学
金

　
日
本
共
産
党
県
議
団
は
、
貸
与
奨

学
金
返
済
に
苦
し
む
学
生
の
切
実
な

実
態
か
ら
、
高
校
生
・
大
学
生
へ
の

県
独
自
の
給
付
型
奨
学
金
を
創
設
す

る
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。

学
校
給
食
無
償
化

　
子
育
て
支
援
策
と
し
て
、
中
学
校

給
食
の
完
全
実
施
と
と
も
に
、
学
校

給
食
無
償
化
に
む
け
、
給
食
費
補
助

を
行
っ
て
い
る
市
町
へ
の
財
政
支
援

を
求
め
ま
し
た
。

社
会
保
障

消
費
税

　
日
本
共
産
党
県
議
団
は
、
消
費
税

率
引
き
上
げ
後
、
国
が
約
束
し
た
通

り
の
財
源
が
県
に
来
て
お
ら
ず
、
社

会
保
障
は
充
実
し
て
い
な
い
と
指
摘
。

　
県
は
、
指
摘
を
認
め
ま
し
た
。
社

会
保
障
の
財
源
を
消
費
税
に
頼
る
や

り
方
を
や
め
、
税
率
引
き
上
げ
は
中

止
す
べ
き
で
す
。

医
療

　
介
護
や
在
宅
医
療
な
ど
の
受
け
皿

が
な
い
ま
ま
に
、
病
床
削
減
や
在
院

日
数
の
短
縮
化
だ
け
が
進
ん
で
い
る

県
下
の
実
態
を
明
ら
か
に
し
、
対
策

を
求
め
ま
し
た
。

増やすもの減らすもの 93億円93億円
子育て、教育への支援
●大学生の給付型奨学金を創設
●こどもの医療費を、中学卒業まで無料化
●３５人学級を小学校６年生まで実施

過労死を根絶し
働きやすい兵庫県に
●「過労死ゼロひょうご」促進事業費
●長時間労働是正に取り組む中小企業へ人件費の補助
●若者向けワークブック充実・増刷費

県「行革」で削減された
福祉予算の回復
●「最終2カ年行革プラン」による削減を回復
　老人医療費助成制度　保育士等の処遇改善

●以前の県「行革」での削減分を回復
　重度障害者（児）医療費助成
　ひとり親家庭医療費助成　　
　私立高校生徒の授業料軽減

地域経済の振興、防災・減災対策、
再生エネルギーすすめる
●中小企業における正社員転換支援　　
●民間住宅の耐震化の促進　
●住宅用太陽光発電設備設置補助の復活と拡充
●民間住宅リフォーム助成創設、バリアフリー事業の拡充

大企業中心の産業立地補助
不要・不急の公共事業等
●神戸空港、但馬空港など空港関連 ●道路関連の事業
●大規模林道や大規模農道 ●国が負担すべき国直轄の公共事業等

問題のある事業や
県民合意のない事業など

議員の海外渡航費の見直し

●関西広域連合の分担金 ●自衛隊員募集事務費    　　　　　　　　　　             
●不公正な同和行政が残っている事業　　　　　　
●マイナンバーや住民基本台帳ネットワーク関連

●友好都市訪問の公式行事のみとし、人数も限定するなど簡素化する 

財源をまわす借金を減らす 200億円

日本共産党県議団

３月議会

17年連続
組み替え提案

税金の使い道を変える く
らし

・教育
優先の予算

に


